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日　　時：令和４年３月４日㈮14 ： 30 ～ 16 ： 00
開催形式：Zoomウェビナー
参 加 者：53名

【Ⅰ　ウクライナ情勢について】
　冒頭、ウクライナの話についてですが、マ
クロ経済学の教科書的に言えば、今、このウ
クライナ危機、あるいはその前のコロナの状
況の中でインフレの懸念が増えていたわけで
す。これは、日銀がデフレ脱却と言っていた
デマンドプル型の需要が盛り上がってインフ
レになるという良いインフレ、悪いインフレ
でいうと、現在起こっているのは悪いインフ
レです。ガソリンや原油などのエネルギー価
格や原材料価格が値上がりすることによって
起きるコストプッシュ型のインフレが、今、
われわれの直面しているインフレだと思いま
す。そうなると、金融政策で金利を上げると
いうのでは、うまくコントロールができない
ということだと思います。要するに、デマン
ドが盛り上がり過ぎた場合には、金利を上げ
て景気を冷やすというのが正しい政策です
が、コストプッシュ型の場合の景気を冷やす
というのは、そもそも冷えているわけですか
ら、それ以上冷やすのは良くない。そうしま

すと、やはり財政政策であります。燃料費や
原材料費が高騰することによって、経営の危
機に陥るような業界、あるいは、生活が困窮
するような低所得層、今回のウクライナ危機
によって起きる一部のインフレによって業績
が困窮するような業界、個人、こういったと
ころに素早く財政的な支援をします。そして、
その財源については、財政中立的な財政につ
いての不安が広がるとまたインフレを引き起
こしますので、財源もしっかりと確保しなく
てはいけない。そういう意味で、ウクライナ
に対する対応としては、素早く所得再分配を
して低所得層やダメージを受けた業界に対す
る財政支援をするということ。一方で、その
ための財源は、金融資産課税のような何か富
裕層に対する課税という形で、借金以外の財
源をしっかり調達する。そういうパッケージ
の財政政策をしていくことが望まれるという
ことだと思います。ですので、皆さんからも
政府に対して、所得再分配を的確に行うこと
と財源の調達ということを、ぜひ、求めてい
ただけるといいのではないかなと思っており
ます。

令和３年度第３回講演会
テーマ　「コロナ危機と政策対応」

講師：小林慶一郎　氏
	

慶應義塾大学　経済学部　教授
【専門分野】
　マクロ経済学、経済動学

【経　歴】
 ・1991年　　‌�東京大学大学院修了後、通商産業省（現経済産

業省）に入省。
 ・1998年　　経済学 Ph.D. 取得（シカゴ大学）
 ・2010年　　一橋大学経済研究所教授
 ・2013年　　慶應義塾大学経済学部教授
 ・2019年　　東京財団政策研究所研究主幹（出向）
 ・2021年～　現職

【兼　職】
 ・新型コロナウイルス感染症対策分科会構成員
 ・基本的対処方針等分科会構成員
 ・財政制度等審議会臨時委員
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【Ⅱ　コロナ危機と政策対応】

　まず、大きなトレードオフのピクチャーを
考えることが必要だと思います。長期的には、
まず、ワクチン接種が向上する。これはブー
スター接種、３回目接種も含めてですが、ワ
クチン接種が行き渡って免疫が付くというこ
とです。そして、医療の提供体制が強化され
るということによって比重が重くなれば社会
経済活動がやりやすくなるということがある
と思います。一方、短期的には、ワクチンの
接種率を上げるとか医療提供体制を強化する
ことは、急にできないので短期的に感染が爆
発する。今、起きているオミクロン株の感染
爆発が起きるときには、医療逼迫を選ぶか、
行動制限を強くするかという二者択一をせざ
るを得ない。これを常に２年間、やってきま
した。このバランスを取りながら、長期的に
接種率を上げていく。これに加えて、経口治
療薬も有用だということでしょう。それに加
えて、医療提供体制を強化していく。この長
期的な環境の改善によって、社会経済活動を
正常化していくこと。その間、短期的に感染
が爆発したときに、医療の逼迫の度合いと行
動制限の度合いでバランスを取らなければい
けない。こういう状況がこれからもしばらく
続くということだと思います。そこで短期的
なトレードオフを考えるときに、人流の制限
をすることと感染減少に本当に因果関係があ
るのかということを第５波の経験を基にお話
をしたいと思います。また、これまでの２年
余りの感染症対策、その中で政府の政策決定
において大きな問題があったということだと
思います。政府のガバナンス上の問題は何な

のかということもお話したいと思います。

▶　短期のトレードオフ
　感染爆発期における短期的なトレードオフ
を考える際には、医療の逼迫や医療の崩壊に
よって本来、医療が受けられれば助けられた
はずの命が助からなくなるという過剰な死亡
者を防ぐというのが、大きな目標になってく
るということだと思います。その際に、三つ
のバランスを考えなければいけないと私は考
えております。
　一つは、経済社会活動を制限することによ
るコスト。もう一つは、コロナの医療を拡大
しようとすると、一般医療が制限され透析や
がん治療など一般の医療が受けにくくなると
いうことで何らかのコストが発生する。その
一般医療の制限をどう考えるのか。そして、
最後に、コロナ医療を拡充する。無限に拡充
できればいいわけですが、資源の制約がある
中で、コロナ医療をどこまでどういう基準で
拡充していくのかということであります。
　こういう三つのバランスを考える際に、お
金と命を比較するとどうしても命のほうが大
事だとなりますので、医療が大事だという話
になります。しかし、それだけではないわけ
です。経済社会活動の制限に対しても命のコ
ストというのは関連しているのだということ
を考えていきたい。そういう意味で、三つの
バランスを考える際に、バランスを取る基準
は何かというと、人の命という一つの尺度で
考えていく必要があるのではないかと思って
います。そこで、何かのトレードオフを考え
る際には、マージナルに少しだけ状況を変化
させたときに、コストとベネフィットがどう
なるかという限界原理でトレードオフをバラ
ンスさせて考えようという思考になります。
経済社会活動を制限することによるコストと
いうのは何か。人命のコストという意味で考
えますと、コロナ対策によって起きる経済苦、
あるいは生活苦、あるいはストレスなどによ
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る自殺者が増えるという問題。あるいは、本
来、生まれるべき命が生まれないということ
も関連してきます。端的には、自殺が増えて
いくという問題もある。他に一般医療の制限
に関してのコストは何かというと、一般医療
が制限されることで医療が十分受けられず、
本来助かったはずの命が助からなくなる。そ
して、コロナ医療の拡充のコストは、不十分
なコロナ医療によって、本来医療を受けられ
れば助かったはずのコロナの患者さんが亡く
なってしまう。そういう過剰な死者。この三
つのコストがあります。

▶　短期トレードオフ：限界原理
　経済学でいう限界原理というのは、何か追
加的な政策措置を打つ場合に、その措置に
よって生まれる追加的な損失と追加的な利益
がちょうどバランスするように、政策の内容
を決めるべきだという原理です。コロナの感
染拡大に伴って行動制限や経済活動を制限す
る。例えば、飲食店の営業時間の短縮のよう
な経済活動の制限を強化するということを考
えた場合に、その政策によって起きる損失と
利益がバランスするように決める話です。

▶　コロナ禍での自殺のインパクト

　経済活動の制限における損失とは、生活苦
が激しくなることやストレスが強くなること
によって追加的に発生する自殺者の数という
こと。一方で利益は、経済活動が抑えられる
ことでコロナに感染する人が減るというこ
と。そうすると、感染者が減ることによる追
加的な救命が増加する。これは一般医療で助

かるとか、コロナの医療がちゃんと受けられ
て助かる一般医療やコロナ医療における救命
の割合が増加すること。
　自殺は、事前的に予想できないですけれ
ども、これまで社会経済活動を止めたこと
によってどのぐらい人命のコストが発生し
たのかということを経済学者の東大の仲
田先生たちの研究があります。（https://
covid19outputjapan.github.io/JP/files/F 
ujiiNakata_Suicides_Slides_20210907.pd 
f）９月にコロナ禍での自殺がどのぐらいあっ
たのかという研究です。コロナ禍での死者に
ついて、病気に感染して亡くなった方とコロ
ナ禍のいろんなストレスや、経済苦によって
自殺をした人の比較をしています。コロナと
いう病気で直接亡くなった方は、高齢者が多
いわけですけども、９月上旬で１万5,000人

（今はもっと増えて２万人を超えています）
であると。それに対して、同時期までに、コ
ロナ禍に関連して超過的に増えた自殺者とい
うのは4,200人程度ということになります。
コロナの死者のインパクトの大きさを平均余
命で比較するとどうなるのかを仲田さんたち
は計算しています。コロナによる直接的な死
者の平均余命は、亡くなった方がもしコロナ
にかからず寿命まで生きたとしたら、あと何
年生きられるのかということです。コロナで
亡くなった人は高齢者が多いので失われた平
均余命が長くありません。それを合計すると、
大体１万5,000人、合計すると16万年という
ことになります。
　一方、自殺した方は若い人が多いので、失
われた平均余命が非常に長いことになりま
す。4,200人に１人当たり失われた平均余命
は30年程度、30年、40年という年数を掛け
ますと、18万年ということになります。で
すから、比較すると、コロナ禍で自殺によっ
て失われた若い人、特に若い女性の方たちの
失われた平均余命と、高齢者が中心のコロナ
感染症で失われた平均余命、どちらもそんな
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に大きな違いはないことになります。あるい
は、自殺のほうがインパクトが大きいという
ように見えるわけです。去年の10月、11月
になっても同じ傾向が見られたということで
すので、コロナによる直接的な病気による死
者と自殺者というのは、コストとして公平に
扱われる必要があるのではないかということ
です。

▶　コロナ禍で産まれなかった命のインパクト

　コロナ禍によって生まれなかった命という
のは、どのぐらいあるのか。同じ仲田先生
たちのホームページで発表された研究です。

（https://covid19outputjapan.github.io/ 
JP/files/ChibaNakata_Marriage_2022020 
8.pdf）コロナ禍が続いたことで、男性と女
性の出会いの場が少なくなったこともあっ
て、結婚、婚姻の数が相当減っています。婚
姻の数が通常のトレンドよりも、大体11万件
減少していると言われます。これは経済的に
不安がある、出会いのチャンスが減ったとい
うことで結婚が明らかに減っているというこ
とです。その後、出産とか出生にどう影響す
るかということも、同じく仲田先生、そして、
共同研究者の東京財団の千葉安佐子さんが発
表しております。（https://covid19outputj 
apan.github.io/JP/files/ChibaNakata_Bir 
th_20220208.pdf）
　出生数については、今のところ顕著な影響
は出ていません。ただ、出生の数が減ってい
るという傾向は、コロナが発生する前から続
いていますが、コロナによって出生が減った
という顕著な減少は今のところは見られな

い。しかし、この2年間で結婚の数、婚姻の
数が11万件減っておりますので、これから
１年先、２年先、３年先と数年先を展望する
と中長期的には、このまま埋め合わせがなけ
れば、大体21万人出生の数が減るだろうと
いうことが計算されるわけです。感染症対策
をどこまでやるかというのは、社会全体の利
益というものを、もう一度バランスを考え直
すべき時期なのではないかというように思い
ます。

▶　各国におけるコロナ死者と経済コスト
　これはなかなか評判の悪いお金と命をどう
比較するのかという問題ですけれど、東大の
仲田さんたちは、この問題についても果敢に
研究を進めております。その一端が、去年の
12月３日に日本経済新聞の経済教室で「各
国におけるコロナ死者と経済コスト」という
ものを発表しています。いろいろな国を比較
して、命と経済についての価値観、その国ご
との価値観の違いを推定しようということで
す。何を計算したかというと、各国の感染者
数のデータ、あるいは経済動向のデータを
使って、コロナの感染症による死亡者を１人
減少させるために、その国やその社会が甘受
できる経済損失の金額は幾らであるかという
のを計算しました。コロナ患者の１人の死亡
を防ぐことと引き換えに、どれぐらいの経済
コストをかけていいのか。命の価値です。コ
ロナ患者1人の命の経済的な価値は、お金で
いうと幾らなのかというのを国ごとに計算し
たということです。日本の場合、１人のコロ
ナ患者さんを助けるために、日本の社会全体
として20億円かかってもいいと暗黙のうち
に考えている、これが日本の社会、日本の
コロナ対策だと。一方、オーストラリアは、
10億円のコストかけていいと。一方、米国
と英国ですが、アメリカの場合は１人のコロ
ナ患者を助けるための経済的なコストは１億
円。イギリスの場合は、5,000万円かけても
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いいと思っている。そういう意味では、大き
く金額の開きがあるということです。ただ、
日本の交通事故や生命保険の保険金などの金
額を考えても、１人の命に１億円や5,000万
円というと何となく納得できる数字ですが、
１人の命が20億円となると、ややバランス
が極端かなという印象を受けるのではないか
と思います。ちなみに、日本国内でも地域に
よって違うといわれています。特に東京や大
阪のような大都会では、１人の命を助ける
のに5億円ぐらいかけてもいいと社会の暗黙
の了解があるのに対して、鳥取や島根では、
500億円。１人の命を助けるために経済活動
止めて500億円ぐらいの損失が出ても甘受し
ようと。このような社会の命に対する受け止
め方の違いがあると仲田さんの研究で分かっ
てきました。ですから、命とお金を換算する
というのは、一人一人の価値観によるもので
すから、ファクトとして日本のコロナ患者１
人にかけていいと思われている、あるいは、
かけている経済的なコストというのは、大き
く20億円ぐらいあるということを念頭にお
いて、これからのコロナ対策をどういうバラ
ンスで考えていくのかということを議論して
いく必要があるのではないかなと思います。

▶　行動制限はどこまで必要か？
　コロナ対策をやる際に、行動制限が行われ
ます。飲食店の営業時間の短縮や個人に対し
て外出自粛がどこまで必要だろうかというこ
とについてです。
　第５波のときの経験です。第５波の８月ま
で、感染者が東京などでも急増しておりまし
たが、９月、10月には急激に減少しました。
このときに、８月中旬ごろに感染症専門家や
私も含めた分科会のメンバーは、人流をさら
に５割、削減しなければならないと言って、
尾身会長もそのように記者会見などで発言し
ていました。ところが、何が起きたかという
と、８月中旬以降の人流が減らなかったわけ

です。だけど、感染者数は急速に減少した。
なぜ、そういうことが起きたのか。去年の秋
冬以降、いろいろ検討してきました。未だに
はっきりとした原因は分からない。ただ、考
えられる要因としては、ワクチンの接種が去
年の夏から秋にかけて進んだということが大
きいだろうと。もう一つは、個人個人のレベ
ルで感染のリスクを避けようとする行動の変
化が起きたのではないかということでありま
す。
　８月上旬までの間に、感染者が急激に増え
て、その結果、医療逼迫のいろいろなニュー
スが報道されました。そういう情報を見て、
人々が行動を変えたのではないかということ
です。例えば、テレビなどの報道で病院に入
れてもらえなくて自宅でそのまま亡くなって
しまったというようなケースが報道されまし
た。そういう報道に接して、やはり医療が逼
迫しているということを、国民一人一人が痛
切に感じて、もし自分が感染したら、もう病
院に診てもらえないというような恐怖を感じ
て、秋口から行動が変わったのではないかと
いうことであります。そうだとすると、営業
時間の短縮のような、政策介入による行動制
限というのがなくても、医療逼迫がこれから
どうなっていくという情報が、的確に国民に
伝われば、行動変容を通じて感染が抑えられ
るのではないかということが考えられるわけ
です。こういう的確な情報を伝えるというの
は、言葉では簡単ですけども、なかなか難し
いのは確かです。医療逼迫がどの程度、差し
迫っているのかという情報を構築して、的確
に国民の皆さんに伝えて、危機感を持っても
らうということが課題なわけですけれども、
本当に医療逼迫が起きる直前までのんびりし
てしまうということがありますので、事前に
伝えるというのは非常に難しいという課題で
はあります。ただ、行動制限をする以外にも、
情報の効果というものをうまく使って感染を
抑えていくということを私たちは考えなけれ
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ばいけない。これから先の第6波、オミクロ
ンに対応した感染対策を、今日の午前中も分
科会があってそこで議論がありましたが、私
自身として、次のように考えます。

▶　オミクロンに対応した感染対策のイメージ
　オミクロンに対応した感染症対策として、
感染力は非常に大きいけれども、重症化率は
小さい。死亡率、致死率で見ると、大体、感
染者の0.1パーセント程度が亡くなるという
のが今のオミクロンで特に高齢者が亡くなる
ということになっています。それに対して、
季節性インフルエンザの致死率というのは、
その10分の１程度、0.01パーセントとか、
0.02パーセントぐらいです。今までのデル
タ株やアルファ株に比べると、明らかに致死
率は小さくなっている。インフルエンザよ
りも10倍ほど致死率が大きいとはいっても、
100倍も大きいわけではないので、いろんな
国民各層の私権制限をして、権利の制限をし
て社会全体の活動を止めるというほどの大き
な強い政策をやる法的な要件を満たすのだろ
うかということについて疑問が呈されていま
す。
　また、世代時間が短く、濃厚接触者の特定
と隔離は感染拡大を防止できない。濃厚接触
者を保健所が特定して隔離しようとしたとき
には、既に感染してから数日経ってしまって
いる可能性がある。特定と隔離をするまでの
数日の間に、既に他の人に感染させてしまっ
ている可能性があるということです。ですか
ら、濃厚接触者を特定して隔離するというの
は、デルタ株やアルファ株の場合、感染して
から人に感染させるまで時間がかかっていた
ので間に合いましたが、オミクロンの場合
は、人に感染させるまでの時間が短いので、
保健所の仕事が間に合わない。その結果、ど
うしても感染拡大が防止できないということ
が言われています。これについては、県や保
健所によって調査のスピードが違いますから

一概には言えないのだということを、全国知
事会の平井知事から非常にお叱りを受けたわ
けです。鳥取県のような地方部で、しっかり
保健所が機能している県では、保健所が濃厚
接触者を即座に特定して即座に隔離するとい
うことをやりますから、何日も時間がかから
ないので、濃厚接触者の隔離によって感染拡
大は防止できるというのが、平井知事のおっ
しゃったことなので。ただ、大都市、東京や
神奈川のような大都会では、保健所の業務が
多過ぎて追い付かないということになるので
感染拡大は防止できないという状況になって
いるということであります。
　また、膨大な人数、特に医療関係者や保育
所の保育士さんたちが濃厚接触者になって隔
離されるということになると、社会機能が止
まってしまうということになります。そうい
う意味でも濃厚接触者の隔離は無理があるの
ではないかという状況がある。医療逼迫を起
こしている原因は、オミクロンにかかった高
齢者が重症化するということなので、若い世
代や中年の世代は重症化しないというのがオ
ミクロンの性質ですから、高齢者の重症化を
防止するのは、ワクチンの追加接種が一番効
率的なわけです。高齢者の９割、それ以上の
方たちが、早くワクチンの３回目接種を受け
てもらえるように国が働き掛ける必要がある
ということ。
　そして、基本的な個人個人のやるべき対策
は続ける必要があります。会食の際にもマス
クを着用する。あるいは３密を避ける。ある
いは、換気、いろんな飲食店などでの換気を
ちゃんと実施するというようなことをやって
いく。そして、それ以外の飲食店の営業時間
の短縮や外出の自粛要請とか、そういった行
動制限を緩和していくというのが望ましい姿
なのではないか。
　もう一つ重要なのは、医療の逼迫が起きる
と社会を止めなければいけないということに
なる。まん延防止措置や緊急事態宣言を導入
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しなければいけないというのは、医療が逼迫
するからであります。そうならないために
は、地域の医師会の皆さんのご協力をいただ
いて、各地域で、地域医療を支える開業医の
皆さんを中心とした医療者全員参加で、コロ
ナ対策に当たっていただきたいということだ
と思います。
　例えば、高齢者施設などでクラスターが発
生したというような場合には、軽症の段階で
中和抗体治療薬を点滴で投与すれば、多くの
高齢者は重症化しないで治るわけです。中和
抗体治療薬の点滴投与が遅れてしまうため
に、重症化が増えている。それを防ぐのは、
地域のお医者さんが高齢者施設に行ってそこ
で点滴する。あるいは、経口治療薬を投与す
れば、医療の逼迫は防げるわけです。ですの
で、地域の開業医のお医者さんたちにもっと
軽症の段階でのコロナ治療に積極的に参加し
ていただき、インフルエンザの治療と同様に、
コロナについての検査、そして診察で投薬な
どに当たるという体制に転換していく必要が
あるだろうと思います。これがオミクロンと
いう、コロナの変異株に対応する感染対策と
いうことだと思います。
　ただ、一言、言いますと、オミクロンの場合、
行動制限は緩和して、重症化リスクの高いと
ころに医療資源を集中する。そして、地域医
療が全員参加で軽症者の治療に当たるという
ピクチャーがいいと思いますけれども、これ
はオミクロンであるからでして、もしも、ま
た、デルタ株のような、非常に毒性が強いウ
イルスが再び現れた場合には、感染対策を大
きく転換する必要があるということは注意と
して念頭に置いておかなければいけないと思
います。

▶　コロナ対策におけるガバナンス問題

　これまでの２年間のコロナ対策を振り返っ
て、政府の政策決定のガバナンス問題につい
て。
　事例として三つ。財政支出の決定における
合成の誤謬があったのではないかというこ
と。そして、これまでのデルタ株やアルファ
株のときの水際対策に意思決定の遅れという
のがあったのではないかということ。そして、
ＰＣＲ検査をなるべく減らそうという傾向が
日本の厚生労働省や政府の中には存在してい
ます。
　そこには、共通する日本の政府の組織的な
要因というのがあったのではないかと。簡単
に言うと縦割り志向ということ。縦割り思考
とは、自分の所さえ綺麗であればいいと。自
分の庭先、自分の担当領域だけ綺麗にして他
の領域の問題は知らないという態度です。こ
れは日本の官庁に、今、非常にまん延してい
るというか、昔からある傾向です。
　もう一つは、倫理的不整合と言っています
が、感染症対策の専門家のエリートが、あま
り賢くない国民を指導していくべき、リード
していくべきだという家父長主義といいます
か、パターナリズムのような考え方。これ
が、非常に根強く感染症対策をやっている政
府の組織の中にはあると思います。もう少し
平たく言葉で言うと、国民は自分たち政策当
局者ほどいろいろと物を考えない、単純な存
在だという固定観念というものに政策当局者
がとらわれていると。愚民思想といってもい
いと思います。ですから、こういう先入観と
いうのは、倫理的に非倫理的だと言えると思
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いますし、そういう不整合な自分だったらこ
う考えるということを国民は考えないと想定
する、不整合な想定をしているということで
す。ですから、この想定は、人間は平等に知
性を持っているという、近現代社会の倫理的
な基盤と整合的ではないという意味で、倫理
的な不整合に陥っていると私は考えます。

　①　財政支出における合成の誤謬
　財政支出について大きな合成の誤謬がこ
の２年間あったと思います。何とか財政を
改善しよう、お金を節約しようと、日本政
府が頑張った結果、財政の支出、お金を使
うことが増えてしまったということです。
財務省は、緊急事態宣言や重点措置に伴う
飲食店の協力金のような経済支援に最初か
ら極めて否定的な傾向がありました。一方、
厚生労働省など感染対策をやっている部局
は、感染を抑制するために、なるべく営業
時間の短縮などの措置を長く続けたい。感
染が収まるまで行動制限を続けたいという
思いがあったわけです。しかし、政府の中
の力関係を言うと、財務省と厚生労働省の
関係は、非常に非対称になっていて、財務
省が強いわけです。財務省が言うと厚生労
働省はすぐに引っ込んでしまうという関係
があるわけです。財務省が財政緊縮の姿勢
を示しているというときに、厚生労働省側
から感染症対策に必要だからもっと協力金
を出して行動制限を続けましょうというこ
とがなかなか言えないという構造が政府の
中にはあったわけです。
　飲食店は、協力金が増えないため営業時
短などの制限に反対し、政府は時期尚早に
緊急事態宣言を緩和せざるをえなくなると
いうことが2021年の春や夏に繰り返され
ました。その結果、感染拡大がすぐに再開
する。政府は再び緊急事態宣言を掛けざる
を得ないということになるわけです。その
結果、再び、強い営業時間の短縮などの措

置を入れるということになるので、協力金、
あるいは個人に対する給付金のような財政
コストというのが増えてしまう。税収も減
り政府支出が増加するということによって
財政は悪化する。これは政府がお金を出し
渋るという姿勢を示したために、緊急事態
宣言を緩和せざるを得なくなり、感染が再
拡大してお金がもっとかかるという合成の
誤謬が起きていたのではないかと。

　②　水際対策の遅れ
　水際対策についても遅れの問題がありま
す。まず、アルファ株の例。アルファ株は、
イギリスで2020年の秋に発生したと言わ
れています。イギリスのジョンソン首相が
このアルファ株という新しい変異ウイルス
がまん延しているということを世界にアナ
ウンスして、それまでの既存の株、既存の
コロナウイルスよりも1.7倍、感染力が強
いとか、あるいは、若者も重症化しやすい
というようなことを述べて、世界中に警告
を発したわけです。ところが、日本政府と
して、全世界からの外国人の入国禁止措置
を入れたわけですけど、入れるまでに1 ヶ
月掛かってしまいました。2021年1月14
日になって、ようやく全世界からの入国禁
止ということが実現しました。どうしてこ
んなに1 ヶ月もかかっているのかというこ
とは非常に疑問で、私自身もこの間もっと
早く水際を閉じるべきではないかというこ
とを、関係者に議論しましたが、なかなか
腰が重いというか、動かなかった。なぜ、
動かなかったのか。
一つは、厚生労働省は感染症専門家の助言
を得てから、初めて政策を変更できるとい
うスタンスだったのです。ですから、感染
症の専門家が何も言わないうちに水際強化
に積極的に動くということはなかったわけ
です。
　一方で、感染症の専門家の皆さんも、こ
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れは学者の集団ですから、正しい分析結果
を出さなきゃいけない。アルファ株につい
て、何の情報もないという中で、正しい分
析結果を出すためには、データと分析のた
めの時間が必要であるということで、政府
に対して、水際をどうするべきだという助
言を出さなかった。そうすると、ある意味、
厚生労働省は専門家を待っている。専門家
は、データが集まるまで待っている。その
間、水際は閉じられないまま、現状維持の
まま時間だけが過ぎていったと。永田町の
政治家の皆さんも、特に危機感を持って動
くということもなく、結果的に、水際は開
けっ放し。要するに、国境は開きっ放しの
まま、アルファ株が海外から入ってくる。
その状況のままで１ヶ月。もちろん、徐々
に国境は閉じていきましたけれども、国境
を閉じるということをできないまま１ヶ月
時間が経ってしまったということです。あ
る意味、厚生労働省は縦割りで、自分の庭
先だけきれいにして、専門家から助言がな
ければ、しょうがないというスタンスでし
た。専門家は専門家で、自分の学者として
のプロフェッショナルな結果さえ出せばい
い。その間、水際対策はどうなるか、それ
は知ったこっちゃないという考え。要する
に、縦割りの弊害が如実に現れたケースだ
と言えると思います。
　もう一つ、2021年４月末以降、インド
で大流行したデルタ株の問題です。４月末
には、デルタ株という非常に危険な脅威を
持った変異株がインドでまん延していると
いうことは分かっていたわけですが、イン
ドや周辺国からの帰国者、邦人、在留資格
保持者に対して、10日間程度の停留。要
するに、施設における隔離をすれば、大体、
ウイルスは発見できると科学的には言われ
ていたので、10日間の停留が望ましい措
置だったわけですが、それが開始できたの
は2021年５月の終わりです。やはり、ま

た１ヶ月、10日間の停留ができるように
なるまでに時間がかかった。それまでには、
最初は３日間の停留措置。それが６日間に
なって、10日間になった。そういうバナ
ナのたたき売りのように、徐々に、徐々に、
伸ばしていったと。本来ならば、４月の終
わりに、即座に、10日間の停留にすべき
だったのですが、それができなかった。な
ぜかというと、厚生労働省は、停留措置の
期間の延長に、ものすごく強く抵抗しまし
た。理由は、非常にベタなというか、人が
足りないと。人が足りなくて検疫所で管理
できませんということで、官邸に泣き付い
てきたわけです。ある意味、検疫所という
厚生労働省の一部局、空港にある検疫所と
いう一部局で全部やろうとするからできな
いわけであって、なぜ他の省庁や自治体、
あるいは民間の業者をうまく雇って、ワー
クシェアリングをできなかったのか。これ、
非常に謎なことだと思います。自分たちの
与えられた業務を自分たちだけで何とかし
ようとする。そして、できないことは、も
うやらなくていいという、そんな理屈を付
けて、やらなくていいことにしてしまった。
これも一種の縦割り。他の組織との協力に
よって必要な業務を実行しようという発想
が、そもそもなかったと言えるだろうと思
います。

　③　ＰＣＲ検査の抑制的対応
　最後にＰＣＲ検査の抑制的な対応が
あったということです。これは、皆さん
覚えてらっしゃると思いますが、2020年
から2021年にかけて、世界の主要な国の
ＰＣＲ検査の件数と日本を比べると、何十
分の１というぐらい日本で実行されている
ＰＣＲ検査の数は少ないのです。もちろん、
感染者の数自体が少ないから検査も少なく
ていいものだということなのかもしれませ
んけど、それだけじゃなくて、韓国含め他
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の国では、無症状の一般市民でも、ちょっ
と気になったら、すぐ検査ができるという
体制をかなり早い段階で整えたわけです。
しかし、日本の場合は無症状の人が街角で
自分が検査したいときに検査できるという
ようになったのは、今回の岸田政権になっ
てから無料検査ができたというわけなの
で。それまでは、お医者さんにかかって、
症状があるとか、感染していそうだという
状況になって、初めて検査が受けられると
いうことでした。なぜ、日本は、ＰＣＲ検
査をなるべく少なくしようという抑制的な
対応を取ってきたのでしょうか。その理由
を私なりの解釈でご説明すると、まず、こ
の新型コロナウイルスの感染症というの
は、多くの無症候感染者を発生させるとい
うことは最初から分かっていました。感染
しても症状が出ないという人は、たくさん
いる。そうすると、社会で何が起こるかと
いうと、情報の不完全性が起きてしまう。
自分が感染しているかどうかが分からな
い、あるいは、自分の経済取引の取引相手
が感染しているのかどうかが分からない。
マーケットにいる誰が感染しているかが分
からないという、情報の不完全性が突如発
生するということになったわけです。その
結果として、皆、感染を避けようするので、
経済取引や社会活動が低調になって、経済
が悪化することが社会で起きた。ＰＣＲ検
査は、感染症の検査でありますけれども、
実は、経済政策的な意味というのを持って
いたと思われるわけです。それは、誰が感
染しているのか、あるいは自分が感染して
いるかどうかという情報の不完全性を検査
することによって是正することができる。
そして、ある程度、自分が感染していない
ということが分かれば、安心して経済活動
に、あるいは、取引相手が感染していない
ことが分かれば安心して取引ができると。
検査によって感染しているか、してない

かっていうのが分かるということは、情報
の不完全性を是正して経済活動を活性化す
るということです。
　情報の不完全性を是正するという機能を
重視するならば、検査で陰性になるという
のは、有益な結果です。要するに、検査で
陰性になったということは、感染していな
いという情報が得られたということですか
ら、安心して経済活動ができるということ
なので、検査の陰性は有益な結果である。
だから、多くの一般市民に対して、ＰＣＲ
検査を実行して、陰性の結果がたくさん出
るということは価値があることだと、公共
政策としてやるべき価値があることだと経
済政策としては考えることができるわけで
す。経済学者やビジネス界の方々中心に、
なるべく早く、このＰＣＲ検査のできる能
力を増強してもらいたい。無料であれ有料
であれ、ＰＣＲ検査が誰でもいつでも受け
られるようにしてほしいということをコロ
ナが発生した数ヶ月後からみんなが言って
いたわけです。
　ところが現実の政策は、非常に抑制的で
あった。なぜかというと、公衆衛生の専門
家、医療政策をやっている厚生労働省の医
系技官の方たちのような、公衆衛生の専門
家の方たちの見方というのは、まず、この
ＰＣＲ検査の目的が、上で書いたような情
報の不完全性を是正することとは全く関係
がない。ＰＣＲ検査の目的は、コロナ患者
さんの効率的な発見をするということで、
発見した患者さんを治療につなげていくと
いうのが検査の目的だと。無症状の一般市
民に対して検査をやって、その結果、陰性
の結果がたくさん出るというのは、患者を
見つけるという目的と全く反しているわけ
です。ですから、陰性の結果がたくさん出
るような検査を増やすということは、資源
と時間の無駄遣いであるということになる
ので、なるべくやめたほうがいい。むしろ、
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検査対象は感染確率が高い対象、濃厚接触
者とかクラスターが発生したら、そのクラ
スターの周辺にいる人とか、感染確率が高
い対象を絞り込む。なぜならば、患者さん
を効率的に発見するというのが検査の目的
だからという理屈だったわけです。PCR
検査を経済政策としてみれば、もっと検査
を増やしたほうがいいということになりま
すけれども、日本の厚生労働省や公衆衛生
専門家は、あくまで医療行為であると見た。
経済政策でなく医療行為だと見たら、件数
をむやみに増やすべきじゃないという判断
になってしまったわけです。
　以上、まとめますと、ＰＣＲ検査の抑制
というのは、ある種エリートの倫理的不整
合のような状況を表しているのではないか
と思います。政策当局、保健当局は、国民
や企業が、マーケットでどう考えるのかと
いうことを真剣に考えない想像力の欠如が
あった。実は、マーケットにおいては、誰
が感染しているか分からないという情報
の不完全性によって、国民生活や経済活
動が萎縮しているという国民の思考や反応
があったわけですけれども、それを政策当
局は見誤っていた。軽視していた。あるい
は、無視していたということが言えるだろ
うと思います。そして医療の観点からのみ
ＰＣＲ検査を活用しようとすると、結果的
に、数を減らしてもいいと、数を減らすべ
きだという判断になったということだと思
います。そして、もう一つは、管轄的思考、
あるいは縦割り思考であります。縦割り思
考として、財政の合成の誤謬。財務省は、
とにかくお金を絞りたい。厚労省はお金を
使いたいけれども、そこが対立すると、財
務省が勝ってしまうと。結果的に使うべき
お金が使われなくて、最終的にもっと財政
が悪くなる、お金を出してしまうという合
成の誤謬。そして、水際対策の遅れ。これ
も自分のやるべきことだけやっていれば全

体がどうなっても分からないという考え方
で対策が遅れたと。

▶　コロナ危機が明らかにした医療改革の課題
　コロナが明らかにしたのは、医療改革の課
題ということで、政策決定のガバナンス問題
としてコロナ対策の司令塔が非常に曖昧で
あったということです。分科会は注目されま
したけども、あくまで国民の行動制限という
ことに割と特化した会議でありまして、経済
政策や医療改革まで含めた司令塔ではなかっ
たのです。ですから、医療提供体制まで含め
た強力な調整機関、これがなかった。そして、
結果的に厚生労働省から各県、そして、各県
から各医療機関に対して、全部お願いベース
で医療拡充をお願いしていた。そして、厚生
労働省も都道府県も強い強制権限は、民間の
お医者さんに対しては持ってないわけです。
こういうガバナンスの問題。司令塔がないと
いうことから、強制権限がないという問題点
がある。その結果として、迅速で効率的な医
療資源の再配置というのができなかった。こ
れは、医療スタッフもそうですし、病床もそ
うですが、再配置して、コロナがはやってい
るときにはコロナに、そうじゃないときには
別の一般の病気にという再配置ができない。
　また、これは2020年の夏から秋にかけて、
特に注目されましたけれども、大量の受診控
えというのが起きました。例えば、胃腸炎と
か、細菌性の肺炎とか、コロナ前からあった
普通の感染症が激減したということが報告さ
れています。それはどういうことかという
と、平時の医療が過剰であった、あるいは平
時の医療提供が非効率であったということを
露呈しているのではないか。平時の医療の非
効率を直すことによって、コロナ対策の非常
時の対応の余力が生まれるはずなのに、平時
から非効率であったために、非常時になると
もっと人が足りない、病床が足りないという
ことになって、対応ができなくなったと。特
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に、われわれが注目しているのは、中小とか
零細の規模の病院、あるいは診療所が非常に
たくさんあるというのがわが国の特徴。です
から、医療資源が分散化されていて、そのた
めに非効率な医療が提供されている。そして、
出来高払いの診療報酬制度。治療行為をすれ
ばするほど、お医者さんの診療報酬の点数が
上がってお金がもらえると。その結果、過剰
な検査、過剰な治療、過剰な入院ということ
が起きている。その結果、コロナ診療に機動
的に資源を割り当てることができなくなった
と言われております。ですので、これからの
医療制度改革、今、ちょっと喉元を過ぎて熱
さを忘れているような傾向がありますが、や
はり、医療の制度はこのままでは良くないと
思います。改革するためには、非常時の強制
権限を国、あるいは、都道府県がちゃんと持
つということ。それから、「フルセット型病院」
から地域で連携して病院の間で分業する「地
域完結型の医療システム（地域内分業、選択
と集中）」体制をつくるということ。そして、
また、診療報酬体系を、「出来高払い」中心
から、さらに、より一層、包括度の高い「包
括払い」へ変えていく必要があると。こうい
う改革を、今回のコロナ危機をきっかけに進
めていく必要があるのだろうと思っておりま
す。

【今後のコロナ感染症の展望】
▶　�オミクロンに対しては、行動制限など

の感染症対策は緩和できそうである。
▶　大きな不確実性

 ・新しい強毒型の変異株の出現
 ・‌�ワクチンの減弱、デルタ株の再拡大

など中長期的に警戒は続けざるをえ
ない。

▶　�感染症と共存することが前提のビジネ
スモデルへ
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元気発信特別動画で感動と元気を！

　当会の親睦会事業（フェスティバル関係）が、新型コロナウイルス感染拡大により、残念

ながら２年連続で中止となっております。そこで当会では、直接会えなくても、メッセージ

や音楽をご覧いただき、コロナ禍でも元気を出していただければと思い、宇都宮短期大学音

楽科のご協力をいただいて、Web による特別動画を発信することといたしました。

　松下筆頭代表理事をはじめ、喜谷代表理事、会員の皆様、宇都宮短期大学音楽科の皆様、

事務局からのメッセージを、「春よ、来い」「川の流れのように」「‛O sole mio」「ワインレッ

ドの心」「乾杯の歌」「栃木県民の歌」全６曲の素敵な歌と演奏とともにお届けしております。

力強い歌声と、様々な楽器が奏でるハーモニーは、感動と元気を与えてくれます。衣装もと

ても華やかで、見ていて心が躍ります。

　当会ホームページ（会員専用ページ）に掲載いたしましたので、是非ご覧ください。
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地域振興委員会　第４回委員会「かさましこ視察」
地域振興委員会委員長　 郡司　祐一（㈱関東農産　代表取締役）

日　程：令和４年１月17日㈪
視察先：ＪＡはが野益子いちご団地

㈱外池酒造店
道の駅ましこ
笠間稲荷神社（茨城県笠間市）

参加者：７名

　地域振興委員会では、「広域連携による新・
観光圏の構築」をテーマに掲げ調査研究を行
なった成果を提言書に取り纏め県に提出しま
した。この度、当会会員である関東自動車㈱
様に御協力いただき、県を跨いだ観光周遊バ
スツアーを企画していただきました。
　かさましこ（栃木県益子町と茨城県笠間市）
は、2020年に“日本遺産”に認定されてお
り、焼き物の産地として知られています。ま
た、東日本屈指の窯産地である両地の間には、

“日本一のいちごの産地”、伝統の技と味を受
け継ぐ“老舗酒蔵”などもあります。これら
の観光資源を結ぶ観光周遊バスツアーは大き
なポテンシャルを秘めており、益子・笠間エ
リア全体の活性化につながるものと期待され
ています。当委員会では、このツアーに参加
し、地元関係者との意見交換を行ないました。

⑴　ＪＡはが野益子いちご団地（益子町）
　いちごの生産量日本一であるJAはが野
が運営するいちご団地は、とちおとめのい
ちご狩りが体験できます。ハウスの棟数は
111棟あり、いちご狩り初体験の方もいま
したが、甘いとちおとめを思う存分いただ
き、おいしさを堪能しました。また、空い
ているハウスでほうれん草が栽培されてお
り、一人一袋詰め放題の体験もさせていた
だきました。

⑵　㈱外池酒造店（益子町）
　1937年の創業で、当初の銘柄は、「八千
代鶴」。
しばらくして「燦爛（さんらん）」に変わ
りました。「燦爛（さんらん）」とは、“光
り輝く”という意味で、お客様一人ひとり
が豊かで光り輝いていただきたいという願
いを込めて名付けられました。「燦爛」の
原料米は、約95％以上栃木県産米で、仕
込み水は日光連山の伏流水で口当たりの柔
らかい軟水を使用しています。日本や欧米
など国内外のコンテストで数々のタイト
ルを受賞しており、2019年には、全国新
酒鑑評会で６年連続金賞をはじめ、IWC、
KuraMaster（フランス）など40タイトル
以上受賞しています。
　海外輸出にも力を入れており、2020年
現在で13 ヵ国・地域（台湾、香港、韓国、
シンガポール、ベトナム、マレーシア、イ
ギリス、オーストリア、フランス、イタリ
ア、アメリカ、カナダ、オーストラリア）
へ出荷しています。日本酒以外にも焼酎や
リキュールなども製造しており、酒蔵見学
や蔵の中にあるカフェで利き酒を楽しむこ
とができます。お酒を貯蔵していた蔵を改
装した酒蔵資料館は、自由に見学でき、外
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池酒造店の歴史や日本酒の造り方、昔実際
に使っていた貴重な道具が展示されてい
て、酒蔵ならではの雰囲気が楽しめ、事前
予約で案内人による案内や英語でのガイド
も可能です。
　代表取締役の外池氏は、酒造りだけでは
なく、観光酒蔵として記憶に残るおもてな
しで益子町全体を盛り上げていきたいと意
気込みを述べていました。

⑶　笠間稲荷神社
　茨城県笠間市にある笠間稲荷神社は、京
都の伏見稲荷、佐賀の祐徳稲荷と並ぶ日本
三大稲荷の一つである。御祭神は「宇迦之
御魂神（うかのみたまのかみ）」。五穀豊穣、
商売繁栄、殖産興業、開運招福、火防（ひ
ぶせ）のご利益がある「お稲荷さん」とし
て、古くから信仰を集め親しまれています。
年間参拝者数は350万人を数えます。東日
本大震災の際には、茨城県も震度６強の地
震に見舞われ、その影響から５本の鳥居を
一時的に撤去し、国の重要文化財に指定さ
れている本殿も修復しました。
　ツアーでは、神社での門前通りを散策し、
明治時代から続く蔵元「笹目宗兵衛商店」
の敷地内などを見学しました。益子焼と笠
間焼のおみやげも購入でき、県を跨いで地
域資源を知る観光ツアーを楽しむことがで
きました。

⑷　最後に
　３年間の委員会活動で当委員会は、広
域連携によるインバウンド誘客について
の調査研究を行ない、コロナ後を見据え
たインバウンド誘客の強化等について提
言書に纏めました。東京の北側のエリア
を「North of TOKYO」と位置づけ、広
域で観光ルートの構築や同エリアのブラン
ド化などで、海外から見た点でしかないエ
リアを面で発信することにより世界の旅行
者に知ってもらえるのではないかという期
待が持てます。３年間でわかったことは、
自分が住んでいる地域やその周辺には、ま
だまだ知らない良いものが埋まっていると
いうこと。このエリアを魅力的な旅先とし
て「North of TOKYO」－The ultimate 
destination you’ve been searching 
for（ここに来ればあなたのやりたいこと
が必ず見つかる）－とみんなで発信し、認
知度向上に繋いでいければと思います。３
年間、栃木県はじめとした他県の行政の
方々、観光事業者の方々に御協力いただき
まして、ありがとうございました。この場
をお借りして感謝申し上げます。
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その他の活動状況
会務・委員会活動報告　　　　2022年１月～ 2022年３月（敬称略）

内　容　・　日　時 議事・報告等 出席者

第６回企画運営委員会
令和４年２月８日㈫
15：00 ～ 17：00

検討事項
⑴　令和４年度事業計画、収支予算について
⑵�　５経済同友会教育担当委員会交流会の開催に

ついて
報告事項
　⑴　常設委員会の在り方検討等について

16名

第６回産業政策委員会
令和４年２月10日㈭
16：00 ～ 17：30

議　事
⑴　委員長挨拶
⑵　提言書検討について
⑶　その他

34名

第３回国際化推進委員会
令和４年２月14日㈪
16：00 ～ 17：30

議　事
⑴　委員長挨拶
⑵　提言書案について

19名

第４回社会問題委員会
令和４年２月18日㈮
15：30 ～ 17：00

議　事
⑴　委員長挨拶
⑵　前回委員会の振り返り
⑶　提言書について

17名

第２回行財政改革委員会
令和４年２月28日㈪
15：00 ～ 17：00

議　事
⑴　委員長挨拶
⑵　活動報告書検討について
⑶　その他

15名

第７回企画運営委員会
令和４年３月８日㈫
15：30 ～ 17：00

検討事項
⑴　令和4年度サマーセミナーの開催について
⑵　令和4年度ゴルフ大会の開催について
⑶　4経済同友会交流会の開催について
⑷　令和4年度企画運営委員会活動計画について

報告事項
⑴　次期企画運営委員会委員について

18名

第５回幹事会
令和４年３月22日㈫
15：00 ～ 16：00

検討事項
第１号議案　令和４年度事業計画（案）について
第２号議案　令和４年度収支予算（案）について
第３号議案　提言書（案）について

報告事項
報告事項１　企画運営委員会委員について
報告事項２　令和３年度表彰選考結果について
報告事項３　‌�平成29年度・平成30年度提言フォ

ローアップについて

28名

第５回理事会
令和４年３月22日㈫
16：00 ～ 17：00

検討事項
第１号議案　令和４年度事業計画（案）について
第２号議案　令和４年度収支予算（案）について
第３号議案　幹事の選任について
第４号議案　会員の新規入会について

報告事項
報告事項１　会員の異動について

12名
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小中学校・高等学校への講師派遣事業　　（実施順、 敬称略）

〇栃木県立学悠館高等学校・定時制　Ⅱ部（１・２年生） 聴講者数

１月21日㈮ 株式会社リクルート北関東マーケティング　栃木支社長	 石川　英章 189名

〇栃木県立学悠館高等学校・定時制　Ⅲ部（１・２年生） 聴講者数

１月21日㈮ 株式会社ローラン　代表取締役社長	 羽石　和樹 37名

〇栃木県立壬生高等学校（１年生） 聴講者数

１月26日㈬ 株式会社開倫塾　代表取締役	 林　　明夫 149名

〇大田原市立親園中学校（２年生） 聴講者数

２月３日㈭ 株式会社オニックスジャパン　代表取締役	 大西　盛明 22名

〇小山市立桑中学校（１年生） 聴講者数

２月21日㈪
金谷ホテル株式会社　代表取締役社長	 平野　政樹
医療法人北斗会宇都宮東病院　相談役	 森田　一穂

103名

〇日光市立栗山小中学校（全校生） 聴講者数

３月10日㈭ 日本放送協会　宇都宮放送局　局長	 黒崎めぐみ ３名

〇鹿沼市立北中学校（１年生） 聴講者数

３月11日㈮

株式会社アオキシンテック　代表取締役　ＣＥＯ	 青木　圭太
株式会社タスク　名誉会長	 川嶋　幸雄
株式会社古口工業　代表取締役	 古口　勇二
株式会社酒井建築設計事務所　代表取締役	 酒井　　誠
株式会社アイディ　代表取締役	 田村　　晃
栃木コマツフォークリフト株式会社　代表取締役会長	 橋本　恵美
株式会社開倫塾　代表取締役社長	 林　　明夫
医療法人北斗会宇都宮東病院　相談役	 森田　一穂

119名
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ボランティアプロフェッサー講師派遣事業	（実施順、 敬称略）

〇宇都宮大学　大学院地域創生科学研究科　〔講座名：実践経営マネジメント概論〕
　受講対象者　228名

令和３年
６月７日㈪ 日本プラスター株式会社　代表取締役社長	 奥山　浩司

令和３年
６月14日㈪ トヨタウッドユーホーム株式会社　取締役会長	 中津　正修

〇宇都宮大学　工学部　〔講座名：経営工学序論〕　受講対象者　120名

令和３年
10月12日㈫ 株式会社酒井建築設計事務所　代表取締役社長	 酒井　　誠

令和３年
11月２日㈫ 株式会社ヤオハン　代表取締役社長	 財田　忠典

令和３年
オンデマンド配信 関東自動車株式会社　代表取締役社長	 吉田　　元

令和３年
11月16日㈫ 大成建設株式会社関東支店宇都宮営業所　所長	 大曲圭一郎

令和３年
11月30日㈫ 東京海上日動火災保険株式会社　執行役員　栃木支店長	 高橋　　学

令和３年
12月７日㈫ 日本プラスター株式会社　代表取締役社長	 奥山　浩司

令和３年
12月14日㈫ 学校法人金子学園認定こども園まこと幼稚園　理事長	 山村　達夫

令和４年
１月11日㈫ 株式会社フェドラ　代表取締役	 陳　　賢徳

令和４年
オンデマンド配信 東京ガス株式会社宇都宮支社　支社長	 清　　幹広

令和４年
１月25日㈫ 東日本電信電話株式会社　栃木支店長	 小林　博文

令和４年
２月１日㈫ 株式会社エフ・エー・エス　代表取締役社長	 濱中　康宏

〇作新学院大学　〔講座名：とちぎ学　人材育成と地域振興〕　受講対象者　20名

令和３年
10月20日㈬ 株式会社古口工業　代表取締役	 古口　勇二

令和３年
11月10日㈬ 株式会社アイディ　代表取締役	 田村　　晃

令和４年
１月５日㈬ 株式会社開倫塾　代表取締役社長	 林　　明夫

〇白鷗大学　〔講座名：現代企業行動論〕　受講対象者　70名

令和３年
７月12日㈪ 株式会社板通　代表取締役社長	 板橋　信行
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●新入会員（敬称略・氏名50音順）
 ・令和４年３月23日　令和３年度第５回理事会での新規入会者
１．会　員

蛭
ひる
田
た
　和
かず
彦
ひこ

フィリップ証券㈱
ウェルスマネジメント事業部長
　　　　　　　　　　　　　　

紹介者　林　　明夫

渡
わた
辺
なべ
　英
えい
治
じ

㈱みずほ銀行 宇都宮支店
支店長

　　　　　　　　　　　　　　
紹介者　守　　　徹

福
ふく
島
しま
　範
のり
治
はる

鹿沼グループ㈱鹿沼カントリー倶楽部
代表取締役

　　　　　　　　　　　　　　
紹介者　荒井　　大

●会員の交代（敬称略・氏名50音順）　※令和４年５月18日までの交代

大
おお
柿
がき
　共
とも
矢
や

邦和理工㈱
代表取締役社長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　斎藤　英樹

小
お
野
の
　智
のり
康
やす

あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 栃木支店
支店長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　加川　克仁

北
きた
村
むら
　　太

ふとし

日本生命保険 （相）　宇都宮支社
支社長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　松本　貴史

澁
しぶ
谷
や
　浩
ひろ
昭
あき

日産プリンス栃木販売㈱
代表取締役社長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　髙木　純一

鈴
すず
木
き
　信
のぶ
貴
たか

㈱巴コーポレーション
執行役員小山工場長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　西原　普明

高
たか
野
の
　則
のり
弘
ひろ

三菱電機㈱　関越支社
支社長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　倉林　和重

髙
たか
橋
はし
　章
あき
史
ひと

富士通Japan㈱　栃木支社
支社長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　下田　　篤

高
たか
橋
はし
　健
けん
一
いち

㈱日本旅行　宇都宮支店
支店長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　臺　　容之

髙
たか
橋
はし
　　敏

さとし

損害保険ジャパン㈱　栃木支店
支店長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　大磯　崇雄

田
た
口
ぐち
　哲
てつ
也
や

リコージャパン㈱　栃木支社
支社長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　石下　義治

新　し　い　仲　間　た　ち
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蓼
たで
沼
ぬま
　憲
けん
一
いち

三好砿業㈱
取締役

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　蓼沼　恒男

中
なか
野
の
　隆
たか
史
し

日本電気㈱　宇都宮支店
支店長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　内川　直人

服
はっ
部
とり
　　晃

あきら

㈱三井住友銀行 北関東法人営業第二部
部長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　小嶋　浩志

丸
まる
山
やま
　眞
まさ
人
と

金谷ホテル㈱
代表取締役会長兼社長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　平野　政樹

●特別会員の交代（敬称略・氏名50音順）　※令和４年５月18日までの交代

末
すえ
武
たけ
　義
よし
崇
たか

足利大学・足利短期大学
学長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　荘司　和男

鈴
すず
木
き
　康
やす
裕
ひろ

国際医療福祉大学
学長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　大友　　邦

田
た
中
なか
久
く
美
み
子
こ

文星芸術大学
学長

　　　　　　　　　　　　　　
変更前　ちばてつや

●会員の退会（敬称略・氏名50音順）　※令和４年５月18日までの退会
 ・阿久津俊策（㈱工藤設計　代表取締役）
 ・菊池　清二（㈱八幡　代表取締役）
 ・古関　雅文（東洋紡㈱　宇都宮工場　工場長）
 ・小玉　裕一（小玉産業㈱　代表取締役社長）
 ・財田　忠典（㈱ヤオハン　代表取締役社長）
 ・森田　一穂（医療法人北斗会宇都宮東病院　相談役）
 ・渡邊　和裕（㈱パワーファーマシー　代表取締役）
※令和４年５月18日現在の会員数は264名、準会員数は８名です。
　引続き会員増強にご協力願います。
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●事務局の異動
退任者

退任
新
あら

　井
い

　　　匡
ただし

任　期：2020年４月～ 2022年３月
派遣元：㈱足利銀行

　私の着任時期は１回目緊急事態宣言時と重なり、そ
の後も視察や会合が制限され、思うような活動ができ
なかったことが心残りですが、コロナ禍だからこそ気
づいた課題があり、その対応のために着手した新たな
取組は、同友会活動の効率化にもつながったと思いま
す。この困難を乗り越えた経験や皆様にご指導いただ
きましたことを今後の業務に活かしてまいります。当
会の益々のご発展と皆様のご健勝を記念申しあげお
礼とさせていただきます。大変お世話になりました。

退任
高
たか

　橋
はし

　章
あき

　乃
の

任　期：2021年４月～ 2022年３月
派遣元：栃木県職員（教員）

　１年間大変お世話になりました。社会貢献活動推進委員
会をはじめ、教育に関わる事業を担当させていただきました。
会員の皆様には多くのご支援・ご協力、そして、いつも温
かい言葉をかけていただき、感謝の気持ちでいっぱいです。
　皆様から私がしていただいたように、現場に戻り、
目の前の子どもたちに向き合い、精一杯努めてまいり
ますので、引き続きどうぞよろしくお願いいたします。
　会員の皆様の益 の々ご繁栄・ご健勝を祈念申し上げます。
本当にありがとうございました。

退任
篠
しの

　﨑
ざき

　万
ま

友
ゆ

子
こ

任　期：2021年４月～ 2022年３月
派遣元：東京海上日動火災保険㈱

　１年間という短い期間でしたが、大変お世話になりました。
　委員会事業を始めとし、携わることができた業務
すべてが貴重な経験であり、非常に多くのことを学
ばせていただきました。また、この１年間のひとつひ
とつの出会いは、私にとってかけがえのない財産で
す。帰任後は、同友会での経験を活かし、微力なが
ら栃木県の発展に貢献できるよう努力して参ります。
　在籍中、お世話になりました皆様に心よりお礼申
し上げます。ありがとうございました。

新任者

新任
倉
くら

　井
い

　文
ふみ

　雄
お

任　期：2022年４月～ 2024年３月
派遣元：㈱足利銀行

　４月より、新井の後任として着任いたしました。
産業政策委員会を担当させていただきます。栃木県
産業界を代表する会員の皆様方と共に、様々な業務
に携わり学ばせて頂けることを大変光栄に思います。
会員の皆様のお力添えをいただき、経済同友会の円
滑な運営と栃木県経済の更なる発展に寄与すべく、
微力ながら努力してまいる所存です。前任者同様、
格別のご指導ご鞭撻を賜りますよう宜しくお願い申
し上げます。

新任
櫻

さくら
　井

い
　由

ゆ
　紀

き

任　期：2022年４月～ 2023年３月
派遣元：栃木県職員（教員）

　４月より高橋の後任として市貝町立赤羽小学校よ
り着任いたしました。社会貢献活動推進委員会を担
当させていただきます。栃木県を取り巻く諸問題に
ついて、多くの分野で調査研究をされている同友会
の皆様にご指導いただけること、ご一緒させていた
だけることを大変光栄に思っております。教育に携
わる者として、栃木県民として、未来あるこどもた
ちのために、精一杯努力してまいりますので、ご指導・
ご鞭撻のほどよろしくお願いいたします。

新任
髙
たか

　田
だ

　有
ゆ

紀
き

乃
の

任　期：2022年４月～ 2023年３月
派遣元：東京海上日動火災保険㈱

　４月より篠﨑の後任として着任いたしました。社
会問題委員会を担当させていただきます。同友会の
一員として、栃木県の産業界を代表する皆様方と共
に、栃木県の発展のためお仕事ができますことを大
変光栄に思います。生まれ育った栃木県の発展のた
め、微力ではございますが少しでもお役に立てるよ
う、誠心誠意努めて参ります。何卒、ご指導ご鞭撻
の程よろしくお願いいたします。
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（公社）栃木県経済同友会行事予定
日・曜日 ６月行事（内容）

８日㈬ モーニングセミナー
場所：宇都宮東武ホテルグランデ
時間：８：00 ～９：00
担当：内野・黒﨑

16日㈭ 通常総会
場所：ベルヴィ宇都宮
担当：篠原

16日㈭ 第１回講演会
場所：ベルヴィ宇都宮
担当：長谷

日・曜日 ７月行事（内容）

１日㈮ サマーセミナー
場所：ホテル東日本宇都宮
時間：未定
担当：倉井

９日㈯ 第１回ゴルフ大会
場所：ホウライカントリー倶楽部
担当：渡邉・髙田

13日㈬ モーニングセミナー
場所：宇都宮東武ホテルグランデ
時間：８：00 ～９：00
担当：内野・黒﨑

13日㈬ 第２回企画運営委員会
場所：栃木県産業会館大会議室
時間：未定
担当：篠原

22日㈮ ５経済同友会教育担当委員会交流会

場所：宇都宮大学陽東キャンパス
ベルヴィ宇都宮

時間：13：00 ～19：00
担当：櫻井

上記の予定は、５月18日までに確定しているものです。
開催未定の行事につきましては、確定次第、所属の委員･会員の方にご案内いたします。
栃木県経済同友会事務局　ＴＥＬ　028－632－5511　ホームページ　http://douyuukai.jp



《編集後記》
　木々の新緑が美しく、気候としてもとても過ごしやすい季節を迎えました。当会は、新
年度とともに、新しいテーマで委員会・研究会の活動を開始いたしました。新型コロナウ
イルスの感染が世界中で拡大してから早くも３年目を迎え、新型コロナウイルスと“共存”
していくため新しい働き方を模索、実施されている会員様も多くいらっしゃることと思い
ます。当会においても、オンラインにて会議を行うなど、新型コロナウイルス感染防止に
注意し、事務局一丸となって新たな活動に尽力して参ります。よろしくお願いいたします。

（Ｙ．Ｔ）
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